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第2章
我が国経済は、戦後復興、その後の高度経済成長の中で高い成長を実現し、賃金・所得は
着実に上昇し、勤労者生活も次第に豊かなものとなった。こうした中で、物価は継続的に上
昇したが、我が国の労使関係では、名目賃金上昇率を労働生産性上昇率の範囲内におさめる
という生産性基準原理が重視され、第一次、第二次オイルショックを通じた世界的なインフ
レ高進のもとにあっても、先進諸国の中で、相対的によいパフォーマンスを示すことができ
た。我が国経済は、高度経済成長から安定成長への転換を円滑に達成するとともに、実質賃
金の増加と雇用の安定とをともに実現することができた。
しかしながら、1980年代後半から1990年代初めにかけて生じたバブル経済の後には長期
の不況に陥り、完全失業率は上昇するとともに、1990年代末以降は継続的な物価の低下を
経験することとなった。また、この過程で、賃金と物価の相互依存的な低下もみられたが、
相対的に賃金の低いパート、派遣、契約社員などの正規の職員・従業員以外の雇用者の割合
の高まりが、賃金低下に大きく寄与した。このように、我が国経済は、賃金、物価の低下の
中で国内需要が停滞したが、2002年に入ると、外需の拡大にも助けられ緩やかな景気回復
過程に入った。完全失業率も改善し、賃金も2005年から上昇に転じたが、小規模事業所の
賃金低下は継続した。また、消費者物価は2006年傾から生活必需品で上昇しており、低所
得層で実質所得を減じる影響は大きかった。
賃金、物価は実質所得の形成を通じて勤労者生活に大きな影響を及ぼしている。我が国経
済を賃金、物価の視点から長期的・構造的に分析し、勤労者生活の改善と充実に向けた課題
について検討する。

第1節　賃金、物価からみた我が国経済の展開

本節では、高度経済成長期以降の我が国経済の展開を賃金、物価の動向を中心に振り返る。

1）高度経済成長期から今日までの我が国経済

（高度経済成長期の我が国経済）
我が国の経済は、1960年代から1970年代初頭にかけて、高い経済成長を実現することが
できた。実質国内総生産でみた経済成長率は、1960年代前半は年率で9.2％、後半は同
11.1％となった（第2－（1）－1図）。
これを需要の拡大の面からみると、設備投資、個人消費及び輸出によって総需要が拡大し
た。設備投資は、経済成長による生産設備の量的な不足に対応したものであり、国内の高い
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貯蓄率によって、資金の多くを調達することができた。消費の面では、耐久消費財の急速な
普及がみられ、三種の神器（白黒テレビ、洗濯機、冷蔵庫）、3C（自動車、クーラー、カ
ラーテレビ）などの家電製品によって家庭生活は近代化した。輸出は、設備の近代化、技術
革新による製品品質の向上、コストの削減などに支えられ力強く拡大した。
一方、これを供給力の拡大の面からみると、人口の増加と農村から都市への大量の人口移
動があり、また、教育水準が急速に高まったことで、労働力の投入は、量的にも質的にも拡
大した。資本の投入については、前述のように、国内の高い貯蓄率に支えられた設備投資の
増加により拡大した。また、技術面では、海外からの活発な技術の導入により、我が国の技
術進歩が促進された。
こうした中で、産業構造は大きく変化し、製造業が拡大する中で、サービス経済化も進展
し、その一方で、農林水産業はその規模を急速に縮小させた。
このように、1960年代から1970年代初頭にかけての我が国では、生産要素の投入の増加
による供給能力の拡大と技術革新、そして、それに対応する需要の増加が結びついた経済の
好循環によって、高い成長が実現された。

（高度経済成長から安定成長への移行）
我が国経済の高い成長は、1970年に入ると鈍化した。実質国内総生産でみた成長率は、
1970年代は前半、後半ともに年率で4.5％となった（前掲第2－（1）－1図）。ただし、名目
でみた成長率は、1970年代前半は年率15.1％、後半は同9.7％という高い伸びであり、1970
年代は、特に前半において高い物価の上昇がみられた。

第2－（1）－1図　実質・名目経済成長率の推移（年率）
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内閣府「国民経済計算」
1993年以前の国内総生産は、以下のように作成した。
①1980 ～ 1993年は、1995年基準の国内総生産（固定基準年方式）の系列を、1995年の
国内総生産をもとに簡便法によってリンクさせたもの
②1960 ～ 1979年は、1990年基準の国内総生産（68SNA・固定基準年方式）の系列を、①
で作成した系列に対して、1990年の国内総生産をもとに簡便法によってリンクさせたもの
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まず、1970年代初頭には、それまでの成長環境が大きく揺らぎはじめた。1971年8月、い
わゆる「ニクソン・ショック」により、金とドルの交換性の停止など、アメリカがドル対策
を打ち出し、その後、スミソニアン合意を経て、1973年2月には、日本を含む先進主要国は、
それまでの固定為替レート制に代わる変動為替レート制へと移行した。これら為替レートを
めぐる動きによって円高が生じ、輸出環境は厳しくなった。また、この過程で、インフレ高
進の懸念も高まった。
1973年には第四次中東戦争が勃発したが、アラブ諸国は石油の生産削減と輸出の停止を

決定し、いわゆる第一次オイルショックが生じた。石油価格の上昇により、日本経済は、イ
ンフレ、経常収支赤字、景気後退の、いわゆる「三重苦」の状況に陥った。
こうしたインフレの高進は、総需要抑制策や金融引き締めにより次第に落ち着きを取り戻
し、経常収支の赤字も改善したが､ 1978年に入ると、イラン革命による混乱をきっかけと
して石油生産が縮小し、それに応じてOPEC諸国は再び原油価格を引き上げ、いわゆる第二
次石油ショックが生じた。
第二次石油ショックは、第一次石油ショック同様、世界経済に大きな影響を及ぼしたが、
我が国においては、その影響は相対的に小さなものに止まった。第一次石油ショックに比べ
れば、石油価格の上昇幅が相対的に小さかったこともあるが、賃金コストを抑えホームメイ
ド・インフレを防ぐことなどによって、他の先進諸国に比べ、良好なパフォーマンスを確保
することができた。また、この過程で、経常収支は大幅な黒字となり、その後の貿易摩擦の
嚆矢となった。

（内需拡大の政策課題とバブル経済）
1980年代前半は、内需が振るわず、実質経済成長率は年率で3.1％であった。また、貿易
摩擦も厳しくなり、内需拡大への期待が内外ともに高まった。こうした中で、1985年9月の
プラザ合意により円高が進行し、景気の後退もみられたが、積極的な内需振興策がとられ、
景気は回復するとともに、その後、株価、地価などの資産価格の値上がりによるいわゆるバ
ブルが発生し、消費と投資がともに拡大することによって、1980年代後半の実質経済成長
率は年率で4.8％と再び上昇することとなった。
このように、我が国経済は戦後復興から高度経済成長、安定成長を通じて、経済規模を拡
大させ、国民の生活水準は大きく高まった。就業者1人あたりでみた国内総生産が大きく拡
大する中で、賃金も大きく増加した（第2－（1）－2図）。消費については、当初は食料費
など生活必需品の占める割合が高かったが、その割合は次第に低下し、耐久消費財が急速に
普及した。家計の貯蓄は、1970年代までは所得の急速な上昇に応じて大きく高まり、その
後は次第に低下したものの、世帯あたりの貯蓄残高はその後も増加を続けた。こうした中
で、国民の階層帰属意識の中流化も進んだ（後掲第2－（2）－3図）。
1970年代以降は、消費者物価の大幅な上昇がみられたが、それ以上に賃金が増加したこ
とから、国民生活への影響は限定的であったと考えられる（第2－（1）－3図）。
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（バブル崩壊以降の我が国経済）
高度経済成長期から安定成長期までの日本経済は、経済成長と国民生活の向上をともに実
現することができたが、1990年代に入り、大きく停滞することとなる。そのきっかけとなっ
たのは、いわゆるバブルの崩壊であり、株価は、1989年末をピークに大幅に低下し、地価

第2－（1）－2図　１人あたり実質・名目国内総生産、賃金、物価の推移（2000年＝100）

資料出所

（注）

内閣府「国民経済計算」、総務省統計局「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働
省労働政策担当参事官室にて推計
1）第2－（1）－1図の注を参照。
2）実質・名目国内総生産は、就業者１人あたり。現金給与総額は、常用労働者1人あたり。
3）1972年以前の就業者数は、沖縄を含まない。
4）現金給与総額は、事業所規模30人以上。消費者物価指数は、総合。
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総務省統計局「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省労働政策
担当参事官室にて推計
現金給与総額は、事業所規模30人以上。消費者物価指数は、総合。
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は、1991年以降、大都市圏でも低下に転じた。
実質国内総生産でみた成長率は、1990年代前半は年率1.5％、後半は同1.0％となり、それ
までの高い成長率と比較して大きく鈍化した（前掲第2－（1）－1図）。就業者1人あたり
の国内総生産の伸びも、1990年を境として鈍化している（前掲第2－（1）－2図）。また、
1990年代末から2000年代初めにかけては、消費者物価の継続的な下落も発生した。
消費者物価の継続的な下落傾向は、賃金の低下とともに生じており、両者は相互依存的に
低下しているようにみえる。現金給与総額は、1995年以降、ほとんど伸びがみられず、次
第に低下する傾向もみられるようになった。その間、消費者物価の上昇は小さなものであっ
たため、賃金の低迷が家計に与えた影響は限定的であったともいえるが、その一方で、完全
失業率は上昇し、雇用者の中でもパート、派遣、契約社員等正規従業員以外の者が増加し
た。こうした中で、物価や賃金低下の影響は、勤労者家計のおかれている状況によって異
なっていたものと考えられる。
なお、日本経済は、2002年以降の景気回復によって経済成長率は再び高まり、2000年代
前半の経済成長率は年率1.3％、後半（2005～2008年）は同1.2％となっている。ただし、名
目でみた成長率は低い水準にとどまっている。

2）諸物価の動向と賃金

（勤労者の家計と生活に影響を及ぼす諸物価の動向）
今までみてきたように、貨幣所得によって生活を成り立たせる勤労者家計は、賃金と物価
の動向から大きな影響を受けてきた。また、家計消費の実質価値を測るための消費者物価指
数は、消費財を供給するための企業活動と企業間取引価格に大きく規定されることとなる。
企業間で取引される商品の価格としては、企業物価指数があり、国内生産品の企業間取引
価格を示す国内企業物価指数、輸出品が積み出される段階の取引価格を示す輸出物価指数、
輸入品が我が国に入ってくる段階の取引価格を示す輸入物価指数がある。
消費者物価は、こうした国内の企業活動と国内企業物価から影響を受けるものであるが、
我が国の経済活動が輸出・輸入を通じて世界経済からの影響を受けていることから、世界の
価格動向が最終的には勤労者家計にも跳ね返ってくるのである。

（オイルショックに伴う交易条件の悪化と企業物価の動向）
輸出入物価の動向と国内企業物価の動向を長期的にみると、1973年に始まる第一次オイ
ルショック、1978年に始まる第二次オイルショックによって、輸入物価には大幅な上昇が
みられる。その間、国内企業物価や輸出物価も上昇したが、輸入物価の上昇が相対的に大き
かった。輸出物価を輸入物価で除した指標は、交易条件とよばれ、輸入物価に対する輸出物
価の大きさを示している。素原材料・部品を輸入し、製品を輸出する企業を考えてみると、
輸出物価の相対的な上昇は、こうした企業活動にとっては有利に働き、実質ベースでみた国
民総所得の向上を通じて、国内経済全体への波及もある。したがって、交易条件指数の上昇
は、一般に、交易条件の改善とよばれている。
輸出、輸入物価からみた交易条件は、二度のオイルショックによって、1970年代から
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1980年代初頭にかけて急激に悪化したが、1980年代後半に入ると、プラザ合意後の円高傾
向も相まって、円ベースでみた輸入物価は大きく低下し、交易条件は改善した（第2－（1）
－4図）。
なお、輸入物価について、円ベースと契約通貨ベースの推移を比較すると、円ベースでみ
た場合は1980年代後半に大きく低下している一方で、契約通貨ベースでは低下幅はそれほ
ど大きなものではなく、この間の交易条件の改善は、主として円高によってもたらされたこ
とがわかる（第2－（1）－5図）。
次に、国内企業物価指数を財の類別にみると、類別にその動きに違いはあるものの、1970
年代を通じて長期的に上昇した。その後は、1980年代に一時的な上昇がみられるものの、
緩やかに減少を続けている。また、その減少幅は、工業製品のうちの電気・電子機器におい
て特に大きく、当該産業の生産性が著しく向上したことがうかがえる（第2－（1）－6図）。

（2000年以降、交易条件は再び悪化）
1980年代半ば以降落ち着きを取り戻した企業物価は、1990年代以降、景気後退に伴う需
要の減退とともに、円高の進行も相まって、低下傾向が強まった。ところが、2002年以降、
外需の拡大もあって景気は緩やかに回復し、世界的な需給逼迫のもとで、原油や原材料費も
上昇した。また、それまでの円高傾向にも落ち着きがみられ、輸入原材料価格の上昇は、輸
入物価の上昇に直結し、交易条件は悪化した。さらに、このことは、国民の所得形成に対す
る下押し圧力として働くことになった（前掲第2－（1）－4図、後掲第2－（3）－24図）。
国内企業物価（国内需要財）を需要段階別にみると、第一次、第二次オイルショック期に
は、素原材料、中間財の上昇が大きかったといえるが、最終財も上昇している。一方、素原
材料価格が上昇に転じた2000年以降も、最終財は低下を続けた（第2－（1）－7図）。

第2－（1）－4図　国内企業物価、輸出入物価及び交易条件の推移

資料出所
（注）

資料出所　日本銀行「企業物価指数」
1）交易条件＝輸出物価/輸入物価。
2）数値は四半期。
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第2－（1）－6図　国内企業物価の推移

資料出所 日本銀行「企業物価指数」
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また、国内企業物価（国内需要財）上昇率の需要段階別寄与度をみると、第一次、第二次
オイルショック期には、素原材料や中間財だけではなく、最終財の寄与も大きかったが、
2004年以降の物価の上昇過程では、素原材料及び中間財は物価の上昇に寄与しているもの
の、最終財は物価の上昇にほとんど影響を与えていないことがわかる（第2－（1）－8図）。
素原材料の物価上昇に大きな影響を与えているのが原油価格である。代表的な原油価格の
指標であるウェスト・テキサス・インターミディエイト（WTI）の推移をみると、1980年
代後半以降落ち着きがみられた原油価格は、2000年代に入ると急騰し、2008年央まで上昇
を続けた。ただし、それ以降については、急激な低下がみられることから、今後の交易条件
の改善に資するものと期待される（第2－（1）－9図）。
なお、企業向けサービス価格については、1998年以降マイナスが続いていたが、2006年
は前年比横ばいとなり、その後プラスとなったが、2008年は、企業物価の動きと同様に、
企業向けサービス価格の伸びも縮小した（付2－（1）－1表）。

第2－（1）－7図　企業物価（国内需要材）の推移

資料出所　日本銀行「企業物価指数」
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第2－（1）－8図　国内企業物価（国内需要材）上昇率の需要段階別寄与度

資料出所　日本銀行「企業物価指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて試算
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（2000年以降の消費者物価は、費目ごとの動向にばらつき）
消費者物価の動向をみると、それまで、上昇率を鈍化させつつも高まる傾向がみられた消
費者物価は、1995年以降はほとんど伸びがみられなくなった。しかしながら、原油や原材
料費の高騰の影響を受け、2005年を底に上昇に転じた。
これを費目別にみると、費目ごとにその動きにはばらつきがみられる。2000年以降の動
きに着目すると、原油高騰の影響を受け光熱・水道が大きく上昇しており、教育についても
継続して上昇する傾向がみられる。その一方で、家具・家事用品、被服及び履物、教養娯楽
の水準は低く、特に家具・家事用品、教養娯楽については、足もとにおいても低下が継続し
ている（第2－（1）－10表）。
次に、財・サービス別にみると、サービスが2000年以降横ばい圏内で推移する中で、財
については2005年まで減少が続き、2006年になって上昇に転じたが、その内訳をみると、
工業製品が低い水準にとどまっている（第2－（1）－11表）。
工業製品の相対的な価格停滞傾向については、国内での消費需要に盛り上がりを欠くとと
もに、生産性の向上が価格の低下傾向により強く反映した面があると考えられる。
次に、消費者物価上昇率の財・サービス別寄与度をみると、第一次、第二次オイルショッ

ク時においては、石油関連や公共料金の上昇もみられるが、一般商品やサービスの上昇寄与
がそれ以上に大きく、石油関連等の影響は必ずしも大きなものではないことがわかる。その
一方で、2000年以降の動きをみると、一般商品が大きく減少する中で、石油商品の寄与に
よって低下幅が次第に縮小している。2008年は、一般商品、サービスも上昇に転じているが、
全体の上昇率に占める石油製品の寄与は特に大きなものとなっている（第2－（1）－12図）。

第2－（1）－9図　WTI原油価格の推移
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第2－（1）－10表　消費者物価指数の推移

年 総合 食料 住居 光熱・
水道

家具・
家事
用品

被服及
び履物

保健
医療

交通・
通信 教育 教養

娯楽 諸雑費

1970 31.8 32.9 26.0 36.9 53.5 28.1 39.7 39.3 13.9 33.3 32.1
75 54.6 59.1 43.6 58.3 88.9 52.2 53.2 60.1 26.5 57.0 49.2
80 75.2 77.1 63.4 97.4 104.2 68.6 69.0 89.3 48.0 74.8 74.9
85 86.2 88.2 74.2 107.7 112.1 79.7 81.0 99.3 62.5 85.3 85.8
90 92.1 93.7 84.7 94.3 111.5 91.1 86.1 101.3 75.4 93.4 91.2
95 98.5 99.4 96.4 97.2 109.1 96.6 90.0 102.3 91.5 101.3 96.8

2000 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
01 99.3 99.4 100.2 100.6 96.4 97.9 100.6 99.1 101.0 97.0 99.8
02 98.4 98.6 100.1 99.4 92.9 95.6 99.5 98.5 102.1 94.9 100.0
03 98.1 98.4 100.0 98.9 90.1 93.9 102.9 98.6 102.7 93.5 100.9
04 98.1 99.3 99.8 99.0 87.1 93.7 102.9 98.4 103.3 92.2 101.5
05 97.8 98.4 99.7 99.8 85.1 94.3 102.5 98.7 104.1 91.4 101.8
06 98.1 98.9 99.7 103.4 83.3 95.1 101.8 99.0 104.8 90.0 102.7
07 98.1 99.2 99.5 104.2 82.0 95.7 102.2 99.1 105.5 88.8 103.6
08 99.5 101.8 99.7 110.5 81.7 96.1 101.8 101.1 106.2 88.4 104.0

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」
（注）　2000年平均を100とした指数。

第2－（1）－11表　消費者物価指数の推移（財・サービス別）

年 財 サービス
農水畜産物 工業製品 電気・都市

ガス・水道 出版物 公共
サービス

一般
サービス

1970 37.9 36.5 39.2 44.4 22.7 25.1 26.8 24.3 
75 64.7 62.2 66.8 59.6 47.5 42.6 38.7 43.9 
80 84.7 84.3 85.3 96.3 59.4 64.2 68.8 62.9 
85 94.8 95.0 95.1 110.9 67.2 76.4 82.8 74.5 
90 97.6 101.2 97.7 98.2 79.1 86.1 90.2 84.7 
95 101.0 102.9 101.0 99.5 95.7 96.0 95.3 96.0 

2000 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
01 98.6 99.9 98.1 99.9 100.3 99.9 99.8 100.0 
02 96.8 99.0 96.0 98.6 100.5 99.9 99.7 100.0 
03 96.0 100.1 94.8 97.4 100.6 100.3 101.0 100.0 
04 96.1 103.7 94.1 97.0 101.0 100.2 100.4 100.0 
05 95.8 100.5 94.5 95.6 101.4 99.9 99.3 100.1 
06 96.4 102.5 94.7 96.8 101.8 99.8 99.3 100.0 
07 96.4 103.1 94.5 97.4 102.2 99.9 99.6 100.0 
08 98.7 103.7 97.2 100.4 102.4 100.3 99.4 100.7 

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」
（注）　2000年平均を100とした指数。
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第2－（1）－12図　消費者物価上昇率の財・サービス分類別寄与度

資料出所
（注）

総務省統計局「消費者物価指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室試算
消費者物価指数（財・サービス分類）を以下のとおり一部組み替えている。
一 般 商 品：石油関連品を除く工業製品、米類、出版物等
サ ー ビ ス ：公共サービスを除くサービス
生 鮮 商 品：生鮮野菜、生鮮果物、生鮮魚介、肉類等
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公 共 料 金：公共サービス、電気・都市ガス・水道
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（1990年代後半以降の賃金低下と小規模事業所を中心とした低迷）
消費者物価の上昇は、貨幣の購買力を削減することにより生活水準を低下させることにな
る。しかしながら、前述のように、1990年代以前の日本経済においては、物価の上昇より
も賃金の上昇が高く、実質賃金の上昇を通じて、着実に生活水準を上昇させた。
ところが、1998年以降、名目賃金は減少傾向となり、消費者物価も1999年以降継続的に
低下するようになった。また、この過程で、実質賃金の低下も続いた。消費者物価（総合）
は2006年から上昇に転じているが、賃金は2005年からいったん上昇に転じたものの、2007
年以降再び減少している。特に、5～29人の小規模事業所は、物価の上昇傾向の中でも賃金
を引き上げることができず、2008年には物価上昇率の高まりがさらなる追い打ちをかける
こととなった（第2－（1）－13図）。
また、1990年以降において賃金水準がピークとなった1997年から2008年までの賃金増減
率を、事業所規模5人以上と同30人以上で比較すると、パートタイム労働者の構成比が高

第2－（1）－13図　賃金と物価の動向

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）　現金給与総額については、調査産業計。
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まったことによる減少要因が5人以上でより大きく、平均賃金が底を打った2004年から
2008年までの間に限ってみると、30人以上では一般労働者の現金給与総額が上昇したこと
による増加要因がプラスとなったが、5人以上ではマイナスとなっている。このことから、
小規模事業所において賃金がより大きく減少したのは、パートタイム労働者の構成比が小規
模事業所でより大きく高まったことに加え、2005年以降の賃金上昇局面において一般労働
者の賃金の伸びも相対的に小さかったことによるものであったことがわかる（付2－（1）
－2表）。
一方、パートタイム労働者の長期的な増加傾向は、労働者の平均労働時間を短縮する方向
に作用している。1990年代は総実労働時間の緩やかな低下がみられたが、これを一般労働
者に限ってみると、この間、ほぼ横ばいで推移している。なお、総実労働時間は、1980年
代末に大きく低下したが、これは、1988年に週40時間労働を基本とする改正労働基準法が
施行され、完全週休二日制が広がったことによるものである（第2－（1）－14図）。

第2－（1）－14図　労働時間の動向

0

100

120

140

08（年）05200095908580751970

（2005年＝100）

総実労働時間（就業形態計 30人以上）

総実労働時間（一般労働者30人以上）

99.7

99.3

資料出所
（注）

厚生労働省「毎月勤労統計調査」
調査産業計。



83

賃金、物価からみた我が国経済の展開 第1節

第
1
節

3）総需要と賃金、物価の動向

（賃金、物価の規定要因としての総需要とその動向）
国内経済をみると、これまでみてきたように、1980年代までは大きく物価が上昇する時
期もあったが、総じていえば、所得の形成は順調に進み、勤労者生活は向上したといえる。
また、完全失業率も概ね低い水準が継続されてきた。ところが、1990年代初めにバブル崩
壊を経験した我が国経済は、長期の経済停滞が続き、厳しい雇用情勢が継続されるととも
に、1990年代半ばから2000年代の半ばにかけ、賃金の長期的な低下傾向も生じた。さらに、
こうした国内需要の減退傾向のもとで、物価の継続的な下落も発生した。
このように、賃金、物価の動向は、労働力需給を示す雇用情勢から影響を受け、さらに、
その背後には、一国経済の総需要の多寡がかかわっている。一国の総需要の大きさは、主
に、消費支出、投資支出などの他、外需（輸出－輸入）から成り立っているが、消費支出
は、国民総所得の大きさに依存するものであり、経済変動それ自体を生み出すものとして
は、投資支出や外需の影響が大きい。

（厳しい雇用情勢のもとで期待される投資の拡大）
1990年代半ば以降からみられる賃金、物価の停滞的傾向には、総需要の伸びに力強さを
欠いていることが背景にあると考えられる。そこで、まず、国内における投資の大きさか
ら、内需の拡張力についてみてみると、1990年代を通じて国内総生産に占める投資の割合
は低下傾向にあり、1991年から94年にかけ、また、96年から99年にかけ、さらに、2000年
から2003年にかけ、大きな低下がみられた。一方、貯蓄の割合は、1990年代を通じて一貫
して投資の割合を上回っていた（第2－（1）－15図）。
この貯蓄投資の差額部分は、外需（純輸出）によって充当されている。一国の経済規模
は、消費、投資などの内需に外需を加えた総支出額によって決定されている。また、一国の
経済循環を、所得、支出、生産の三面からみた、総所得額、総支出額、総生産額は、同一の
ものの形を代えた表現であり、その規模は一致する。したがって、総所得額から消費を差し
引いた貯蓄の大きさは、総支出額から消費を差し引いた投資と外需の大きさと一致する。さ
らに、この関係から、投資を上回る貯蓄の大きさ（貯蓄投資差額）は、外需によって充当さ
れているのである。
この関係から分かるように、総需要が不足し、厳しい雇用情勢にある我が国においては、
まず、貯蓄総額の大きさに十分に対応した投資支出の額が確保されることが期待される。

（積極的な投資態度が後退し、貯蓄主体に転じた企業）
我が国における貯蓄と投資の関係を、まず、貯蓄から、その主体別にみると、1970年代
の半ば以降、家計の割合が長期的に低下しており、これに対し、非金融法人企業は1990年
代を通じて増加し、1990年代半ばには、貯蓄主体として家計の割合と逆転した。一方、政
府については、1998年から2005年にかけ、貯蓄の割合はマイナスとなり、税収を超える支
出の拡大によって経済停滞を強力に底支えしてきたことが分かる（第2－（1）－16図）。
次に、投資の動向を主体別にみると、非金融法人企業の割合は、1980年代に高まりがみ
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られたが、1990年代から2000年代前半までの長期にわたって停滞がみられた（第2－（1）
－17図）。
このように1990年代以降、企業の積極的な投資態度が後退し、企業は、事業活動を通じ

て得た利益を、事業活動の拡大に有効に活用することができていないようにみえる。

第2－（1）－15図　貯蓄及び投資（名目GDPに対する割合）の推移

資料出所 内閣府「国民経済計算」
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第2－（1）－16図　貯蓄（名目GDPに対する割合）の推移
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内閣府「国民経済計算」
貯蓄＝貯蓄（狭義）＋固定資本減耗＋（海外からの資本移転（純）－無形資産の海外か
らの購入（純））。
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（外需によって埋め合わされる我が国の需要不足）
このように、1990年代以降、国内需要が低迷した我が国において、少ない投資に対する
貯蓄の超過部分を埋め合わせてきたのが、外需であった。貯蓄投資差額は1980年代以降、
一貫してプラスであり、特に、1992年から94年、98年から99年、2002年以降に高い割合を
示したが、そこでは、大きな純輸出の拡大がみられ、我が国の低迷する内需を支える役割を
になった（第2－（1）－18図）。なお、先にみたように、概念上は、貯蓄投資差額と純輸出
は、一致すべきものであるが、2000年以降、次第に、統計数字上の乖離が目立っている。
これは、海外からの所得の純受取が貯蓄に含まれ、その規模が拡大していることによるもの
である。

第2－（1）－17図　投資（名目GDPに対する割合）の推移
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経常収支の推移をみると、1990年代末以降、所得収支は拡大する傾向にあり、我が国の
経常収支を拡大させる要因となっている（第2－（1）－19図）。また、所得収支の内訳をみ
ると、直接投資収益や証券投資収益が大きい（付2－（1）－3表）。このように、所得収支
の拡大が、近年、我が国の貯蓄投資残高を押し上げている面があり、経常収支が拡大したと

第2－（1）－18図　純輸出と貯畜投資差額（名目GDPに対する割合）の推移
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内閣府「国民経済計算」
1）投資＝総固定資本形成＋在庫品増加、貯蓄＝貯蓄（狭義）＋固定資本減耗＋（海
外からの資本移転（純）－無形資産の海外からの購入（純））。

2）貯蓄投資差額と純輸出の違いは、海外からの所得の純受取、統計上の不突合（控除）
に相当。

第2－（1）－19図　経常収支の推移
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いっても、我が国の総需要の拡大に必ずしも貢献している訳ではない。
一方、貿易サービス収支の動向については、貿易収支が黒字、サービス収支が赤字という
傾向が続いているが、2008年においては貿易収支の黒字は大きく縮小した（第2－（1）－
20図）。なお、サービス収支の赤字は2000年代に入って縮小する傾向にあるが、これは、特
許使用料、金融、建設などのサービスによるものである（付2－（1）－4表）。

（求められる賃金停滞と総需要停滞からの転換）
今までみてきたように、1990年代後半以降の賃金、物価の停滞は、我が国における総需
要の伸びの弱さによるものであり、貯蓄過剰から生じるところの供給過剰が生じていること
によるものと考えられる。企業の積極的な投資環境を整えることで、投資支出が回復してく
ることが期待されるが、同時に、賃金の拡大に支えられた消費の拡大によって、過剰貯蓄自
体の解消に努める必要もあると思われる。さらに、こうした賃金上昇の環境を整えるために
も、雇用情勢の改善に向け雇用対策に積極的に取り組むことが重要であり、雇用、賃金の底
堅さを創り出しながら、消費、投資の拡大を通じて、さらなる拡張的な経済循環を生み出し
ていくことが求められる。

第2－（1）－20図　貿易サービス収支の推移
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